
（平成２５年１１月２７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東北地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件



東北（宮城）国民年金 事案 1827 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年９月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年９月から 38 年３月まで 

私と姉の昭和 36 年度から 41 年度までの国民年金保険料については、

父親が地区の納付組織を通じて納付していた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ県Ｂ町の説明により、申立期間当時、申立人が居住していた地区にお

いて国民年金保険料の納付組織が保険料を集金していたことがうかがわれ

る。 

また、申立人は、その父親が申立期間に係る申立人とその姉の国民年金

保険料を納付していたと述べているところ、申立期間に係る申立人の姉の

国民年金保険料は全て納付済みとされている。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人の姉は、申立期間及びその前

後の連続する期間にＣ県内の複数の事業所で厚生年金保険の被保険者とな

っていることから、申立期間当時は父親と別居していたと考えられる上、

申立人の姉が申立期間に係る自らの国民年金保険料を自分で納付していた

とは考えにくい。このため、本来納付を要しない申立期間に係る姉の国民

年金保険料は申立人の父親が納付していたと推認でき、これを踏まえると、

父親は別居していたと考えられる申立人の姉の保険料を納付していたにも

かかわらず、父親と同居していた申立人の申立期間に係る保険料を納付し

ていなかったとは考えにくい。 

加えて、申立期間は７か月と短期間であり、前後の期間の国民年金保険

料は納付済みとされている上、申立期間の前後を通じて申立人の父親の仕



事や住所に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、

申立期間のみが未納とされているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3204 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月１日から 47 年２月１日まで 

転職を希望して株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）を退職したので、

脱退手当金は受け取っていない。また、再交付された厚生年金保険被保

険者証にも「脱」の印が押されていない。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、転職を希望して株式会社Ａを退職してから、その８か月後に

再就職したＣ株式会社において、株式会社Ａにおける厚生年金記号番号と

同一の番号で管理されて厚生年金保険に加入していることを踏まえると、

申立人が脱退手当金を請求する意思を有していたとは考えにくい。 

また、申立人が所持している昭和 47 年 10 月 26 日に再交付された厚生

年金保険被保険者証には「脱」の印が表示されていない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3205 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年７月１日から 38 年６月 14 日まで 

           ② 昭和 39 年 12 月 12 日から 40 年９月 21 日まで 

私は、申立期間に係る脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間②において勤務していた事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票に記載されている女性のうち、申立人が当該事業所に

おける厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日の前後各２年間に同被保

険者資格を喪失し、かつ、脱退手当金の支給要件を満たす 14 人について

オンライン記録を確認したところ、脱退手当金の支給記録が確認できる者

は申立人を含め２人であること、また、申立人が当該事業所に係る厚生年

金保険の被保険者資格を喪失してから約１年８か月後に申立期間に係る脱

退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、事業主が申立人の

依頼に基づき、脱退手当金の代理請求をしたとは考え難い。 

また、オンライン記録で確認できる申立人に対して支給されたとする脱

退手当金の支給額は、法定支給額と一致していないことから、事務処理が

的確に行われなかった可能性を否定できない。 

なお、当該支給額と法定支給額が一致していない原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる。 



東北（福島）厚生年金 事案 3207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 52 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

９万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年６月１日から同年７月１日まで 

私は、昭和 52 年６月頃に、Ａ株式会社からＢ株式会社（現在は、株

式会社Ｃ）に出向となり、54 年４月１日まで継続して勤務していたが、

申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。当時の給与明

細メモを所持しており、厚生年金保険料も控除されていたので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した給与明細メモ、Ａ株式会社の回答、雇用保険の加入記

録及び同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係る関連会社に継

続して勤務し（Ａ株式会社からＢ株式会社に出向）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人及び複数の同僚の証言から、申立人は

申立期間においてＢ株式会社に勤務していたことが推認できるが、同社が

厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 52 年７月１日であることか

ら、申立人の被保険者資格は、本来、同日までＡ株式会社において引き続

き有すべきものである。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録及び申立人が提出した給与明

細メモの厚生年金保険料控除額の記載から、９万 2,000 円とすることが妥



当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ株式会社は不明としているが、厚生年金保険の記録における資

格喪失日が、雇用保険の記録における離職日の翌日となっており、社会保

険事務所（当時）及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格喪失日と記

録したとは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が

事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 52

年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3209 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 54 年５月 15 日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 10 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月 15 日から同年５月 15 日まで 

Ｂ社に在職証明書の発行を依頼するに当たり、私の厚生年金保険の加

入期間を伝えたところ、同社で保管している年金台帳に記載されている

資格喪失日は昭和 54 年５月 15 日であり、同社における厚生年金保険被

保険者資格喪失日の届出が誤っていた可能性があるとの連絡を受けた。

厚生年金保険被保険者資格喪失日の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る年金台帳、同社の回答、申立人が提出

した在職証明書及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人は、

申立期間において、Ａ社に継続して勤務し、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における

事業所別被保険者名簿の被保険者資格喪失時の標準報酬月額の記録から、

10 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は当時の関係資料が無く不明である

と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



東北（青森）厚生年金 事案 3211 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月３日から 41 年１月 21 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保

険者の資格取得日に係る記録を 40 年４月３日、資格喪失日に係る記録を

41 年１月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 40 年４月から同年

９月までは１万 8,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは２万 2,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年４月頃から 41 年２月頃まで 

私は、Ｂ市にあったＣ学校を卒業し、申立期間はＡ株式会社において

Ｄ業務に従事していたが、当該期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

当時の給料明細を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 40 年４月３日から 41 年１月 20 日までの期間に

ついて、雇用保険の被保険者記録、申立人が所持する給料明細及び複数の

同僚の証言から判断すると、申立人は、当該期間において、Ａ株式会社に

勤務していたことが確認できる。 

また、申立期間中にＡ株式会社において厚生年金保険の被保険者資格を

有している者のうち所在が確認できた昭和 10 年以降生まれの 20 人の雇用

保険の被保険者記録によると、当該 20 人のうち 18 人の雇用保険の被保険

者期間は同社における厚生年金保険の被保険者期間とおおむね合致してい

る。 

さらに、申立人が所持するＡ株式会社における昭和 40 年８月分及び同



年 10 月分の給料明細において申立人の給与から厚生年金保険料が控除さ

れていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年

４月３日から 41 年１月 21 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 40 年４月から同年９

月までの期間については、申立人が所持する給料明細における総支給額及

び厚生年金保険料控除額から１万 8,000 円、同年 10 月から同年 12 月まで

の期間については、同給与明細における総支給額から２万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ株式会社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、同

社に係る事業所別被保険者名簿に共同代表者として記載された二人は、い

ずれも所在が不明のため、これを確認することはできないが、申立期間に

おける同社に係る事業所別被保険者名簿の健康保険証の整理番号に欠番が

無いことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたと

は考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届

が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届（被保険者報酬月額

算定基礎届を含む。）を提出する機会があったこととなるが、いずれの機

会においても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、通常の事

務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ被保険者

資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年４月から同年 12 月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 41 年１月 21 日から同年２月頃までの期間

については、申立人の雇用保険の離職日が同年１月 20 日となっている上、

申立人がＡ株式会社に勤務していたとする複数の同僚も申立人の勤務期間

については不明と回答していることから、申立人の当該期間における勤務

実態について確認できない。 

このほか、申立人が当該期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（秋田）国民年金 事案 1826（秋田国民年金事案 145 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年 11 月から 42 年４月までの期間及び 43 年６月から

50 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年 11 月から 42 年４月まで 

② 昭和 43 年６月から 50 年３月まで 

申立期間当時、国民年金保険料の集金のために自宅に来ていた集金人

の印が夫の領収書に押されているので、新たな資料として提出する。当

初申し立てた金額等に関する記憶には曖昧な点があるものの、集金人を

通してまとまった金額の保険料を納付したことは事実であるので、再度

申立てをする。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間について国民

年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらないこと、

ⅱ）申立期間に係る保険料について自宅に集金に来ていた集金人に、昭和

50 年頃遡及してまとめて納付したと主張しているが、納付したと記憶し

ている金額は申立期間の保険料を特例納付した場合の金額とは相違してい

ること、ⅲ）保険料を遡及して納付する特例納付は社会保険事務所（当

時）での取扱いであり、Ａ市では、当時、市役所の集金人は特例納付の保

険料の集金を行っていなかったとしていることなどから、申立人に対し、

既に年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき平成 20 年

７月 17 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間当時の集金人の印が押し

てある夫の国民年金保険料に係る領収書を新たな資料として提出している



が、同一の資料が既に当初の申立ての際に提出されていることから、同領

収書は新たな資料には当たらない上、同領収書は申立人に係るものではな

いことから、同領収書によって申立人が申立期間の国民年金保険料を納付

したことを推認することはできない。 

また、今回の申立てに当たり、申立人は、期間は定かではないが国民年

金保険料をまとめて集金人に納付したことは間違いない旨主張し、その夫

は、集金人に納付した保険料の額は 10 万円以下である旨主張している。

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に国民年金手帳記

号番号が払い出された時期は昭和 49 年 12 月であることが確認できること

から、当該時点で申立期間の大部分である 47 年９月以前は時効により国

民年金保険料を納付できない期間に該当する。 

さらに、集金人が取り扱うことができた保険料は、制度上、現年度保険

料のみであるところ、その主張する金額は申立期間当時の現年度保険料の

額と相違している。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせ

る新たな資料等は無く、年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認めることはできない。 



東北（宮城）国民年金 事案 1828 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 11 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年 11 月 

私は、昭和 59 年 11 月頃に会社を退職し、Ａ市に住所変更した。同市

役所Ｂ支所（当時）で国民健康保険の加入手続を行った際、国民年金に

強制的に加入させられ、国民年金保険料を納付していたので、申立期間

を保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

基礎年金番号の導入（平成９年１月）より前に国民年金に加入した場合

には、国民年金手帳記号番号が払い出されることとなるが、国民年金手帳

記号番号払出簿によると、申立人が勤務していた事業所を退職して厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した昭和 59 年 11 月 16 日から同年 11 月 30

日までの間に国民年金手帳記号番号が払い出された被保険者の中に申立人

の氏名は見当たらないなど、申立期間当時、申立人に対して国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡はうかがえないことから、申立期間は国民年

金の未加入期間として取り扱われ、当該期間に係る納付書は発行されず、

国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（山形）国民年金 事案 1829 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年５月から 39 年 12 月までの期間、41 年４月から同年

８月までの期間及び 42 年２月から 51 年２月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年５月から 39 年 12 月まで 

② 昭和 41 年４月から同年８月まで 

③ 昭和 42 年２月から 51 年２月まで 

申立期間①及び②は、前の会社を辞めて、Ａ市Ｂ町にあった伯父が経

営する事業所で、住み込みで働いていた。国民年金保険料をＡ市役所で

納付したはずなのに、未納とされていることは納得できない。 

また、申立期間③は、Ｃ県に住んでいたときは市役所で、Ｄ市に異動

してからは同市役所の人が集金に来て、それぞれ二人分の保険料を納付

した記憶があるが、未納とされていることは納得できない。 

申立期間について、国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳に記載された国民年金手帳記号番号は、昭和

62 年７月９日にＤ市で払い出されていることが国民年金手帳記号番号払

出簿から確認でき、当該手帳の「はじめて被保険者となった日」には「昭

和 61 年４月１日」と記載されていることから、当該手帳記号番号では、

申立期間①、②及び③は国民年金の未加入期間とされていたことが確認で

きる。 

また、申立人については、上記国民年金手帳記号番号とは別の手帳記号

番号が昭和 40 年２月 14 日にＡ市で払い出されていることが国民年金手帳

記号番号払出簿から確認でき、申立人は、この頃に国民年金の加入手続を

行ったと推認されるものの、当該加入手続時点において、申立期間①のう

ち、37 年５月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料は時効により納



付することができないほか、申立人に対して、更に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ａ市で払い出された上記国民年金手帳記号番号に係る国民年金

被保険者台帳では、申立期間①及び②以降は未納期間とされている上、申

立人は、申立期間②直後の昭和 41 年９月頃にＡ市を転出した後、Ｅ市、

Ｆ市、Ｇ市、Ｄ市の順で住所を異動したとしているが、当該国民年金被保

険者台帳には住所変更に係る記載は無いことから、申立人は国民年金の住

所変更手続を行っていなかったと考えられ、各市役所では、申立人の国民

年金被保険者記録を管理していなかったことがうかがえる。 

加えて、申立期間は合わせて 146 か月と長期間であり、申立期間のほか

にも長期の国民年金保険料の未納期間が存在する。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年９月１日から同年 10 月 15 日まで 

② 昭和 24 年 12 月１日から 29 年６月５日まで 

③ 昭和 32 年７月 15 日から 33 年２月１日まで 

④ 昭和 51 年 10 月頃から 54 年 10 月頃まで 

申立期間①及び②について、昭和 18 年９月から 31 年 11 月末に退職

するまで継続して有限会社ＡにＢ職として勤めていたが、当該期間が未

加入期間となっているので、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

申立期間③について、昭和 32 年６月から 34 年８月に退職するまで継

続してＣ社（後にＤ社の名称で厚生年金保険の適用）でＢ職として勤め

ていたが、当該期間が未加入期間となっているので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

申立期間④について、Ｅ株式会社に勤め、Ｆ県のＧ作業所で仕事をし

ていたので、当該期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、当該申立期間当時の有限会社Ａの代表取締

役及び役員は既に死亡又は所在不明のため、申立人に係る勤務実態や厚生

年金保険の加入状況について確認できる関連資料や証言を得ることができ

ない。 

また、有限会社Ａにおいて、申立人と同様にＢ職であったとする３人の

同僚のうち、１人は自身の勤務期間は不明としており、２人は自身が勤務

したとする期間と厚生年金保険の被保険者記録は一致しておらず、そのう



ちの１人は、「働いていた人の中に厚生年金保険に加入していない人がい

た。」旨証言していることから、有限会社Ａは従業員全員を必ずしも厚生

年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、有限会社Ａにおける健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人に係る厚生年金保険の被保険者記録はオンライン記録と一致し

ており、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険の被保険者記録は

確認できない。 

申立期間③について、厚生年金保険適用事業所名簿によれば、Ｃ社は昭

和 32 年７月 15 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、その

後 33 年２月１日に新たにＤ社として厚生年金保険の適用事業所となって

いることから、当該申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではな

いことが確認できる。 

また、当該申立期間当時のＣ社の事業主は所在が不明であり、申立人に

係る勤務実態や厚生年金保険の加入状況について確認できる関連資料や証

言を得ることができない。 

さらに、Ｃ社又はＤ社が厚生年金保険の適用事業所であった時期に厚生

年金保険の被保険者であった 10 人のうち所在が確認できた２人に照会し

たところ、共に申立人のことは知っているとしているものの、１人は当該

申立期間当時の申立人の勤務期間等について不明としており、他の１人は

「申立人は自分と同じ期間に働いていたと思う。厚生年金保険の未加入と

なっている期間は、自分は退職していたと思うし、申立人も一度退職した

のではないかと思う。」旨回答している上、上記 10 人の同僚に係る当該

申立期間におけるＣ社又はＤ社の厚生年金保険の被保険者記録も確認でき

ない。 

加えて、申立人が記憶する同僚は既に亡くなっており、当該申立期間当

時の勤務実態や厚生年金保険の加入状況を確認することができない上、当

該同僚の当該申立期間における厚生年金保険被保険者記録も確認できない。 

申立期間④について、雇用保険の被保険者記録により、申立人は当該申

立期間のうち、昭和 53 年５月 26 日から同年 12 月 25 日までの期間、Ｅ株

式会社において勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｅ株式会社の事業主は、当該申立期間当時の人事記録等は無く、

申立人の勤務の有無、厚生年金保険料控除の有無については不明としてお

り、申立人の当該申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 

また、Ｈ国民健康保険組合の加入記録によれば、当該申立期間のうち、

昭和 53 年５月 26 日から 54 年１月 31 日までの期間において、申立人は日

雇労働者が加入する第二種組合員の記録が確認できるところ、Ｅ株式会社

の事業主は、当該申立期間当時、Ｇ作業所では相当な人数の作業員がおり、



日雇作業員は厚生年金保険に加入させていなかったと思われるとしている。 

さらに、当該申立期間にＥ株式会社において厚生年金保険の被保険者で

あった 20 人に照会したところ 14 人から回答があり、そのうち６人は、短

期間の作業員や日雇作業員は厚生年金保険に加入せず、正社員のみが加入

していたとしている。 

加えて、申立人は当該申立期間を含む昭和 36 年６月から 61 年６月まで

の期間において国民年金被保険者として国民年金保険料を納付している上、

47 年１月以降は付加保険料の強制加入期間となっており、農業者年金に

加入していることが確認できる。 

このほか、申立人が各申立期間における厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年９月 24 日から 61 年１月１日まで 

私は、株式会社ＡにおいてＢ部署の部長として勤務し、昭和 60 年９

月に会社の事情により退職したが、その後も継続して同年 12 月 31 日ま

で出社し、毎月給料を受けていた。61 年１月に雇用保険の失業給付の

申請をする際に離職票の離職理由を会社都合と訂正してもらったことや

同月に送別会をしてもらったことを記憶しているので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業法人登記簿によると、株式会社Ａは、平成 21 年９月＊日に破産手

続が終結しており、同日に事業主であった者及び破産管財人は当時の関係

資料は無いとしていることから、申立人の申立期間における勤務実態及び

厚生年金保険料の控除等について確認することとができない。 

また、申立人が後任のＢ部署の部長であったと記憶する者に照会を行っ

たが回答が得られなかった上、申立人が記憶する同僚３人及び申立期間当

時株式会社Ａにおいて厚生年金保険の被保険者であった者のうち 11 人に

照会を行ったところ、回答のあった４人はいずれも申立人を知っているが、

具体的な勤務期間については不明としていることから、申立人の申立期間

における勤務実態等について確認することができない。 

さらに、上記４人のうち３人が記憶する社会保険事務担当者に照会を行

ったところ、当該担当者は申立人を知っているが、申立人の具体的な退職

日及び申立期間における給与からの厚生年金保険料控除等については不明

としている上、ほかの１人が記憶する別の社会保険事務担当者は亡くなっ

ていることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除等につ



いて確認することができない。 

加えて、申立人に係る雇用保険支給台帳全記録照会によると、申立人は、

昭和 60 年９月 23 日に株式会社Ａを離職し、同年 10 月１日に求職の申込

みを行い、同年 10 月８日から 61 年４月５日までの期間において基本手当

を受給していることが確認できることから、申立期間において、申立人が

同社に雇用され、給与を支給されていたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月１日から 55 年４月７日まで 

            ② 昭和 55 年５月 31 日から同年６月１日まで 

Ａ市にあったＢ事業所に昭和 52 年４月１日から 55 年５月 31 日まで

勤務したが、ねんきん定期便を見たところ、厚生年金保険被保険者期間

が１か月だけとなっており、申立期間①及び②について被保険者記録が

無い。 

Ｂ事業所に入社した当時、自分が勤務していた場所ではＣ事業所の業

務も行っており、Ｂ事業所の事業主は本部があるＤ県にいたが、本部の

事業所名称はＢ事業所ではなかったと記憶している。 

継続して勤務していたので、申立期間①及び②を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所について、複数の同僚は、事業所名称が数回にわたり変更され

ているとしており、同事業所の事業主はＡ市におらず、同事業所の本部の

所在地についてはＤ県以外の場所を挙げる証言もあるところ、同事業所の

Ａ市における責任者であったとする者によると、業務内容の変更に合わせ

て事業所名称を変更していたとしている上、本部の所在地は不明と回答し

ており、当該責任者であったとする者が同事業所の事業主として氏名を挙

げた者に対して照会したものの、同事業所の事業主は自分ではなく不明と

している上、本部の名称等についても不明と回答していることから、同事

業所の事業主及び本部を特定できず、申立期間①及び②当時の賃金台帳等

の有無及び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

申立期間①について、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、Ｂ



事業所において昭和 54 年１月５日に雇用保険の被保険者資格を取得して

おり、同事業所の離職日が 55 年５月 31 日であることから、申立期間①の

一部の期間において、申立人が同事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｂ事業所の法人登記は見当たらない上、同事業所は厚生年金保

険の強制適用事業所に該当する業種ではなく、事業所記号払出簿及びオン

ライン記録によると、Ｅ県知事の認可を受けて、昭和 55 年４月７日に厚

生年金保険の任意適用事業所となっていることから、申立期間①において、

同事業所は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｂ事業所の事業主は特定できないものの、申立期間①及び②を通

じて同事業所の給与及び社会保険の事務を担当した者は、「私が当時の事

業所の責任者に対して厚生年金保険に入れてほしいとお願いしたことから、

事業所が厚生年金保険に加入することとなり、私が社会保険事務所（当

時）に行って、厚生年金保険の適用に関する社会保険事務手続を行っ

た。」と述べている上、厚生年金保険の適用事業所となるまでは、厚生年

金保険料は控除されていなかったとしている。 

さらに、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、同事

業所の厚生年金保険被保険者は 13 人確認できるところ、このうち申立人

を含む 12 人の被保険者資格取得日は、同事業所が厚生年金保険の適用事

業所となった日と同日の昭和 55 年４月７日、社会保険庁（当時）への資

格取得届の進達日は、同年４月 10 日であることが確認できる上、申立人

の資格取得日はオンライン記録と一致しており、不自然な訂正等は見当た

らない。 

なお、上記の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、Ｂ事業所の

厚生年金保険被保険者 13 人のうち、上記 12 人を除いた１人は、被保険者

資格取得日が昭和 55 年５月 21 日であることが確認できる。 

申立期間②について、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、Ｂ

事業所において昭和 54 年１月５日に雇用保険の被保険者資格を取得して

おり、同事業所の離職日が 55 年５月 31 日であることから、申立期間②に

おいて、申立人が同事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、事業所記号払出簿及びオンライン記録によると、Ｂ事業所は、

Ｅ県知事の認可を受けて、昭和 55 年５月 31 日に厚生年金保険の任意適用

事業所ではなくなっていることから、申立期間②において、同事業所は厚

生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、上記の給与及び社会保険の事務担当者は、申立期間②に係る厚生

年金保険料の控除の有無については覚えていないとしている。 

さらに、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

人を含めた全ての厚生年金保険被保険者の資格喪失日及び健康保険被保険

者証返納日は、同事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日と



同日の昭和 55 年５月 31 日、社会保険庁への資格喪失記録の進達日は、同

年６月２日であることが確認できる上、申立人の資格喪失日はオンライン

記録と一致しており、不自然な訂正等は見当たらない。 

なお、申立人は、自分が勤務していた場所では、Ｂ事業所のほかに、Ｃ

事業所の業務も行っていたとしているところ、事業所記号払出簿及びオン

ライン記録によると、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となっていた

ことが確認できない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②における厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




